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〔１〕 自然成長率をめぐって

〔１〕

　

「貯蓄投資の所得水準決定理論から貯蓄投資の所得成長率決定理論へ」 という言葉によって適切
にも表現されている如く、

ｌｉ

　

国民所得水準の分析を中心として構成されたケインズの有数需要理論
は、 ここ数年来、 国民所得の成長を基礎とする経済学的分析手法のなかに再構築されつつある。 そ

して此の一つの新しい流れは、１９３６年、 ケインズの 「一般理論」 の刊行をみるや、 いち早くその体

系のなお静学的であることを指摘し、 「一般理論」 自体のなかにもふく・まれている 「正の貯蓄」 こ
そ、 所得水準の成長をもたらすという点で本質的に動学的な概念であることに着目して、 成長率、
加速度、 減速度などの新しい項目を含む動学の展開を提唱したＲ，Ｆ．ハロッドによって導かれたも

のと言い得るであろう。
２Ｊ

　

だが彼の提唱と企図とがひとびとの充分な関心を呼びおこすためには、
その後およそ１０年、「動態経済学への途」（１９４８年） の公刊をまたねばならなかったようである。

　

さて此の節における吾々の主たる仕事は、 ハロッドの自然成長率に対する吾々なりの理解と疑問

とを語ることにあるのだが、 そのためには吾々は先ず此処で動態理論の課題は経済成長に関する研

究にあるとする彼が、 その理論展開の拠点としている三種の成長率概念を一応要約しておくことが

便利なようである。 即ち 「諸君が許されるなら…・ム私の論文“Ａｎ ＥｓｓａｙｉｎＤｙｎａｍｉｃ Ｔｈｅｏｒｙ
“

のなかで暗示した分析の一方法、 とくにそこに設定されている基本方程式を振返ることによって先

に進みたい。」 と書きおこしている彼とともに吾々が振返ろうとする方程式は次の如き も の で あ
る。

３）

ＣＣ＝Ｓ………………………………………………（１）

　

Ｇは産出高の現実成長率、 Ｃは現実資本係数即ち産出高増分一単位当りの資本増分の値であり、
Ｓは所得の貯蓄部分である。 この式は事後の投資が事後の貯蓄に等しくなるという自明の理を示し

ている。

ＧＺＤＣγニＳ ……………………………………………（２）

　

釣りは適正成長率即ち企業者に利潤の極六を保証する成長率、 Ｃｒ

　

は新資本の均衡必要量を示す

必要資本係数であって、 この式は未知数としての適正成長率が貯蓄性向と技術の状態とによって定
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まることを示している。

Ｇ“Ｃテ＝ 或いは キＳ

　

”……－－－－－……………
．
…（３）

　

Ｑｚ は自然成長率即ち人口の増加および技術の進歩が許す最大可能な成長率であって、 現実成長

率Ｇの長期間に亘る平均値の上限を劃するものである。 そしてまたこれは適正成長率ＧＺひと直接の

関係はもたない。

　

・ロッドは以上のような三種類の成長率、 Ｇ，Ｇ賜 および Ｇ〃

　

の間の相互離反の関係から景気

循環と長期沈滞とを解明しようと試みるのである。 即ち彼によれば、 「ＧＷ の

　

Ｇ７２ からの毒離は

慢性的失業の問題であり、 Ｇ の ＧＷ から 黍離する傾向は景気循環の問題」なのである。４）いま Ｇ

が 釣り から流離する場合、 この非難は益々大きくなって行く。 というのは、 ＧＷ の両側に遠心力

の働く分野が存在するために 「均衡からの平難は自己匡正的でなくて自己累積的」 であるからであ

る。
５）（不安定性原理ｉｎｓｔａｂｉｌｉｔｙｐｒｉｎｃｉｐｌｅ）６） そしてこのことが波の景気循環解明にその基本原理

を提供するのであるが、 吾々の自然成長率 Ｇ”は此の場面では景気上昇の行きづまり、 従って波動

の転回点を説明するものとして登場する。 次に

　

Ｇ“ と Ｇｚひとの関係から長期的な状態ないし変動

が説明される。 若し

　

Ｇ〃＞ＧＷ ならば、 長期にわたって Ｃは Ｃ７２ を超えることが出来ないという

意味に於て、 Ｇ” は Ｇ の動く範囲を限ることになるであろう。 ＧＷ から上方の逸脱がおこると、

景気の上昇は進行するが、 この場合その限度は大である。 従って

　

Ｇ７２＞ＧＷ の場合は一般に好況が

支配的である。 これに反して

　

Ｇ７２＜ＧＷ の時は、 一期間にわたって Ｇの平均値は

　

Ｇ７２ の平均値を

超えることが出来ないため、 大部分のときにおいて

　

ＧくＧｗ とならなければならない。 したがっ

て斯かる場合にあっては、 経済は一般に不況である、 ということになる。 ここでは吾々の自然成長

率 Ｇ“ は、 Ｇ“＜Ｇｗ が長期沈滞を説き明すものとなっている。

　

支配的な批判によれば、 ハロッド理論は長期理論であり、 経済的進歩と同意義での経済的成長の

理論であって、 短期に関する景気循環理論ではないとされているようである。 この様に論定するこ

との当否については猶吟味の余地を残すものであろうが、
７）唯われわれの言い得ることの一つは「動

態経済学への途」 以前の彼の主たる関心事が景気循環理論の構成にあったと推測される ことであ

り、 他の一つは、 そのアンティノミー理論（Ａｎｔｉｎｏｍｙ Ｔｈｅｏｒｙ）８） を更に長期と短期について一層

の吟味をほどこし、 極めて野心的な動学理論の構想を提示している問題の著書

　

「動態経済学への

途」 は、 すぐれて長期理論的色彩の濃いものであるという事実であろう。 ここでのハロッドの最大

関心事は資本主義生産が何故に長期的沈滞に進まざるを得ないかを解明することにあるように思わ

れる。 そして此の間題の解答をあたえるものとして用意されたのが、 つづいて吾々が学ぶ自然成長

率ＧＪＺなのである。 そして、 これと比較さるべき資本主義経済の円滑なる進行を保証する条件とし

て彼が構想するのは恒常成長率としての適正成長率Ｇ２りであり、 これら両者の比較によって資本主

義経済の長期的傾向が明らかにされることになる。 そして現実成長率

　

Ｇ が適正成長率

　

Ｇｗ（この

場合の Ｇ飼ま前記の恒常成長率としてのそれではなくて、 その時 ”こよって変化する一身 として

の適正成長率である。 だがハロッド自身は Ｇｗ の此の内容の区別を明記してはいない。） から罪離

することによって景気循環の性質を持つ遠心的運動が進行すると説かれる。 経済の成長は景気の循

環を伴うところの 「循環的成長」 であり、 ハロッドの成長率概念は此れら両者の解明に役立てられ

るものなのであるが、 資本主義の運命をさぐる長期理論において最も重要な理論的役割を演ずるの

は恒常成長率としての適正成長率 Ｇｗ と、 われわれの自然成長率 Ｇｉｚ とであろう。

　

〔註〕

　　

１） 宮崎義一「景気循環に関する Ａｎｔｉｎｏｍｙ Ｔｈｅｏｒｙ の基本性格」 （横浜国立大学紀要－１８５３一所収）
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４７頁。
、

２） Ｒ．Ｆ，Ｈａｒｒｏｄ，
”Ｋｅｙｎｅｓａｎｄ ＴｒａｄｉｔｉｏｎａＩＴｈｅｏｒｒ’Ｅｃｏ？ｚｏ粥のγｉｃα，Ｊａｎ，１９３７． Ｅｃｏ，７０“２鷲 尾ｓｓのｓ，

　　

ｐｐ．２３６一‐２５３．

３） Ｒ．Ｆ．Ｈａｒｒｏｄ〆‘Ｔｏｗａｒｄｓａ ＤｙｎａｍｉｃＥｃｏｎｏｍｉｃｓＰ ｉ９４８，ｐｐ．７７－９１， 邦訳 １０４一２３頁。
４） ｌｂｉｄりｐ．９２邦訳 １２３頁。
５） 森島助教授は此の点についてハロッド説との相違を次のように述べておられる。 即ち「資本の使用

　　

度 対±、 その正常値１を中心にして下側には不安定であるが、上側に対しては最初のうちは不安定

　　

であり、 価格効果が現われると共に、 安定的となるｏ

　

Ａ－１なる成長はハロッドの均衡成長に相応

　　

ずるところのものであるが、ハロッドにおいて均衡成長が単純に上下両側に対して不安定的である

　　

と考へられているのに反し、われわれは、それは下側には不安定であるが上側には遂には安定的で

　　

ある、 と考へる。」と。 （森嶋通夫「資本主義経済の変動理論」ｉ４５頁） だが同じ意味では下側に対

　　

しても安定囚として働くものが考えられるのではなかろうか。たとえば先行する過去の最高所得が

　

消費の下限をきめるものだとすれば、投資の減退叉は負の投資の増大にも下限が設定されることな

　　

るという様に。
６） Ｒ．Ｆ．Ｈａｒｒｏｄ”Ａｎ Ｅｓｓａｙｉｎ ＤｙｎａｍｉｃＴｈｅｏｒｙ

“

　

βｃｏ’ｚｏ削ぎｃＥｓｓαｙｓ、ｐ，２６４

７） 此の点については吾々は宮崎助教授の所説に耳を傾ける必要があるかに思われる。 宮崎義一 「経済

　　

成長とアンティノミー」 （新経済学大系＝、杉本栄一編『恐慌』所収）
８） ハロッドは 「動態経済学への途」刊行の後、論文「景気循環論覚書」 （１９５１年） のなかで「現実貯

　

蓄額は短期長期を問わず、主として実質所得水準に依存するのに、必要貯蓄額は主として実質所得の

　

増加率に依存する」 という命題を提示し、これを動態の基本的アソテイノミー（ｔｈｅｂａｓｉｃｄｙｎａｍｉｃ

　　

ａｎｔｉｎｏｍｙ） と して指摘 している。 Ｈａｒｒｏｄ，
“Ｎｏｔｅｓｏｎ ＴｒａｄｅＣｙｃｌｅ Ｔｈｅｏｒｙ，

“

　

丑．ノ．Ｊｕｎｅｌ９５１．

　　

ｐ．２６４

〔２〕

　

さて吾々は自然成長率Ｃ”の吟味に先立って、 これに関して行われている諸解釈とハロッド自身

のこれに対する解説と思われる若干の章句とを振返って置くことが便利であろう。 先ずＣ〃につい

ての解釈について言えば、 およそ次の如き三種の見解が述べられているようである。

　

即ち （１） 労働の完全雇傭成長率、 （２） 極大満足成長率、 （３） 極大可能成長率、 がこれであ

る。 次にハロッ ド自身の解明としては、 「Ｃ” は人口の増加と技術の進歩によって可能となる進歩

の率である。 それは Ｇｚひと直接の関係はない。 Ｇ７２は総べての種類の生産者が仕事と閑暇とを正確

にバランスさせて満足させるような各点における生産の線を示す。 それは『非自発的』失業の起る

可能性を含んでいない。」
１）とか、 或いは 「動学の場合に私が用いたミ自然成長率ミという表現は、

静学の場合の 最適状態 にあたると看倣し得るようなものを示さんがためであった。 そして私の

適正成長率 は静学における 均衡状態 に対応するものである。 もし経済が自然成長の線にそ

って発展を続けるならば、 ひとびとは完全雇傭を享受するであろう。 そしてその成長線上の各時点

において、 ひとびとは一方における仕事の量およびその報酬と、 他方における閑暇の間の均衡が、
ちょうど自己の選択に合致していることを確認するに相違ない。 私が考えている自然成長率とは、

人口の増加を吸収し、 且つ技術の進歩が要求する一切の調整に適応したものである。 しかしなが

ら、 現在と将来の必要に対し、 如何に努力を振分けるかという点に関する最適配分について、 私の

自然成長率という概念が、 いささか暖昧であることを、 私は告白しなければならない。 私の意図と

しては、 ひとびとが完全雇傭において行う貯蓄が、 そうした振分けの最適状態を示すものと考えて

いたのであるが、 この問題については、 更に一層立ち入った考察が必要であることを卒直に承認す

るものである。この自然成長率は必ずしも、 そしてまた通常、 適正成長率とは一致しない。 この添

離は恰も静学において、 最適状態が均衡状態と一致しないのと同様である。」
２）などという言葉を拾

い出すことが出来るであろう。

われわれ自身の見解、 といったようなものを、 ひと先ずここで記しておこう。 自然成長率を労働

一１３３「



大

　

野

　

勇

　

一

　

郎

の完全雇傭成長率として把握することには異論がない。 そして「生産方法における技術支配の思想」

に立脚する限りにおいては、 それが極大可能成長率でもあるだろうと考える。 だが労資に極大満足

をあたえる成長率という解釈だけは、 この場合、 ハロッド的経済模型からは導き出し得ないのでは

なかろぅかと思われる。 これが現在までのところ、 われわれの理解が辿りついている線である。

だがハロッドの説いているところから以上の諸解釈を結論づけるための途は一見したほど平坦で

はなくゞ

　

解きほぐされねばならない幾つかの疑問がその途上に横わっているかに思われる。 それは

より多くわれわれ自身の側における理解力の不足に基くものではあろうが、 更に彼の使用する 「中

立的技術進歩」 「資本係数一定」 「相対的分前の不変」 などの諸概念、 およびそれら相互の間の連

繋が明確なように見えて必ずしも明確でないことにも原因しているのではなかろうか。

技術進歩の中立的であることが労資間の所得分配を不変に保つものなのか、 それとも、 労資間の

所得分配を変化させないような技術進歩を中立的技術進歩と呼称しようとしているのか。 技術の進

歩率の大小は必ずしも資本係数の大小と直結して考えられねばならないものではあるまいから、 そ

れを実証的、 経験的見地から平均化して資本係数一定としたことには一応異論はないも の と して

も、 資本係数だけを打ち出して労働係数は顧慮する必要はないのだろうか。 資本係数という概念に

あっては生産量と資本量との比率が問われているが、 その資本量は実物資本だけであるから労イ動量

の問題は考慮の外に置かれている。 謂わゆる中立的技術進歩なるものは、 資本係数不変なれば労働

係数もまた不変であると想定しているものなのだろうか。 資本係数も労働係数も共に不変であって

も猶且つ 「進歩」 の名に値し得るものであろうか。 若し資本係数は不変だが労働係数が減少すると

いう心算ならば、 所得の相対的分前不変という線を守りぬくためには、 労働生産性の上昇分だけ生

産物価格が低落するか、 生産物価格を不変とするならば貨幣賃銀を上昇せＬ．めるかしなければなら

ないのではないか。 生産物価格も貨幣賃銀も不変とする限り、 労働所得の分配率は減少せざるを得

ない。 分配率の不変を維持するためには、 資本係数一定の場合、 資本量の増大と比例して労働量を

増加する場面も想定し得るが、 その場合は、 労働係数も不変ということになり、 そこには技術の進

歩が存在しないことになる。 若しそうだとすれば中立的発明と相対的分前の不変ということとは両

立し得ないことになりはしないだろうか。 いま一企業に統合された或る経済を想定し、 物的労働生

産性の変化が価格、 賃銀、 分配率にどのような影響をあたえるかを吟味する次の式は此れらの問題

に対する吾々の理解を押し進めるために役立つであろう。 即ち、 いま実賃純生産額を

　

γ，価格をめ’

貨幣賃銀を

　

ｚ仏 雇傭量を ～，労働所得の分配率を 々 とすれば

　　

ためγ＝ｚｏ～ ……………………………………………（１）

．

　

γ
一

　

ｚ

　

ｏ

　

……………………………………………（２）　

　

　　　

　　　　　

　　

以下すべてドットをもって変化率を示すものとすると、

（ 寺 ド ー か ルー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・””…（３）

　　　　　　　　 　　 　　

が導かれる。 若し価格と貨幣賃銀とが一定の場合、 労働生産性が上昇すれば、（のＹ）＞（Ｗ～） であ

るから分配率 庵 一男夢…は当然低落することになる。次に貨幣賃銀と分配率が一定であれば 以上

の式から当然、 価格の低落が生ぜざるを得ない。 さらに若し価格と分配率が不変であれば、 この場

一１３４一
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合は生産性増大の効果は全幅的に貨幣賃銀の上昇に吸収されざるを得ないであろう。３）

斯くして若し「利子率が恒常なとき、 資本係数を撹乱しない」 「資本の増加率がそれによって生

ずる所得の増加率と等しいことを要する」 中立的発明が、 ハロッドの期待に反して 「労→動と資本と

の間の国民生産物全体の分配を不変のままに維持」４） し得ないということになれば、 彼の構想に想

源を提供したりカードの長期動態理論のうち、 彼がネグレクトした叉はネグレクトし得た他の一面

をあらためて取りあげねばならぬ事態が発生することになるであろう。 斯くてハロッドの説き明す

ところには、 われわれの貧しい理解力を超える数々の疑義が伏在するかに見える。 われわれは諸家

の稔り豊かな御研究に教えをもとめながら、 われわれの学習を更に前に進めよう。

　

いったいハロッドに於ける此の技術の中立的進歩なる構想は、 補完関係重視、 生産係数の相対的

不変、 加速度原理、 所得分析等々と数えあげられるケイソジアソに特徴的な一連の前提、 分析武器

と思い合わせることによって始めて理解しやすいものとなるのではなかろうか。 だが、 その意図す

るところは理解し得るにしても、 その概念規定に於て、 いささか納得的でない不明確なものが残さ

れているかに吾々には考えられるのである。 －－或いは吾々の側に於ける理解こそが却って不明確

であるというのが寧ろ事態の真相であるかもしれないけれども。 －－ 「技術的進歩は労働を節約さ

せるか或いは資本を節約させる。」「私は利子率が恒常なとき、 資本係数の値を撹乱しないことをも

って中立的進歩と定義する。」
５）ここまでは或いはハロッ ドの意図にはそのまま添うものではないに

しても、 まがりなりにも吾々なりの解釈によって一応矛盾のない理解を持ち得るようである。 即ち

資本係数は変らなくとも労働係数が小さくなればよいからである。

　

だが資本と労働とが同じ割合で節約されるという意味での 「中立性」 は保たれないことになる。
資本係数が変化してよいのであれば、 労「動係数と共に資本係数をも同じ率で減少させることが出来

得て、 吾々としても 「中立的進歩」 をよどみなく学びとることが出来るのだが、 それは此処では許

されない。 だが 「資本係数を変えない」 技術進歩をもって 「中立的進歩」 と定義するということだ

けであれば、 用語の適不適は別として、 それはそれなりに理解出来ないこともないであろう。 資本

係数は不変であっても労働係数が減少する限り
・
「進歩」 は存在するのだから。そして此処の部分で

は 「中立的進歩」 は未だ労資間の所得分配に対して 「中立的」 であることを主張していないのであ

る。 然し「大ざっぱに言えば、 機械のうちに具体化される労働の生産性は、 思考する機械に従事し

ている人の生産性と等しい尺度で増加させられることを、 その定義は意味する。」「ここで中立的と

して定義した意味での発明の流れは、 利子率を不変と仮定すれば、 労働と資本との間の国民生産物

全体の分配を不変のままに維持するであろう。」
６）ということになると、 果して此のようなことが簡

単に言い切れるものかどうかが疑問である。 労資間の所得分配の不変ということと、 資本係数一

定、 従って労働係数一定 （「資本係数一定」 と 「中立的」 との双方を生かして。 だが正しくは 「進

歩」 とは言えないだろう） ということとを矛盾なく結び合わせるためには、 資本蓄積の増大と共

に、 それに比例して労働量が増加しなければならない筈である。 而かもその場合は、 すでに、 資本

節約的でも労働節約的でもないから、 技術の 「進歩」 とは言い得ないであろう。 総じて資本と結合

する労働の量には言及しようとしないハロッドの場合にあっては、 殊更にこの様なことを問題とす

る・ことなしに済まし得たであろうが、 然しそれは問題を問題として採りあげなかっただ けで あっ

て、 問題を解決しているものとは言えまい。 若しまた労働量に変化なしとすれば、 労働生産性の上

昇しただけ賃銀が上昇しなければ労資の相対的分前の不変は維持出来まい。
７） 然し此の場合は労働

生産性が上昇しているのだから、 資本係数を不変とすれば労働係数は減少している筈であるから言

葉の正しい意味では中立的進歩ではなくなっている。 ハロッドの中立的進歩は相対的分前を不変に

維持するものでなければならないのであるが、 「資本係数不変」 ということだけから此れを導き出
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そうとするのは柳か困難な仕事ではなかろぅか。 而かも彼は敢えて言う。 「或るものの何であるか

の定義は、 言語の合理的な使用ということを意味すべきである。」 と。か中立的発明が所得分配の不

変をもたらすのではなくて、 逆に所得の相対的分前を不変にたもつ発明を中立的発明と名付けたと

いう恰好になっている。 それをハロッドは、 中立的発明は労資間の所得分配を不変に維持する、 と

いう表現をしているのである。 それをもし彼の言う如き 「言語の合理的使用」 だと言い得るもので

あろうか。
〔註〕

　　

ｉ） Ｈａｒｒｏｄ，
”Ｔｏｗａｒｄｓａ ＤｙｎａｍｉｃＥｃｏｎｏｍｉｃｓＰ ｐ．８７ 邦訳 １１７頁。

　　

２） Ｈａｒｒｏｄ，
“Ｃｏｍｍｅｎｔｔｏ ｐｉｌｖｉｎ，ＦｕｌＩＣａｐａｃｉｔｙｖｓ．ＦｕｌＩＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔＧｒｏｗｔｈ”Ｑ．ＺＥ ＮＯＶ．ｉ９５３，

　　　　

による。 なお市村真一「経済成長の理論」 （高田保馬編『経済成長の研究Ｊ所収）１１８－９頁参照。

　　

３） 篠原三代平 「経済進歩と価格体系」（経済研究第５巻第３号）１９１頁による。 猶 Ｊ，Ｒｏｂｉｎｓｏｎ‘‘Ｔｈｅ

　　　　

Ｒａｔｅｏｆｌｎｔｅｒｅｓｔａｎｄ ｏｔｈｅｒ Ｅｓｓａｙｓ
”１９５２．ｐｐ，４１－５６ 邦訳 ５０－７０頁参照コ

　　

４） Ｈａｒｒｏｄ，
“Ｔｏｗａｒｄａ Ｄｙｎａｍｉｃ Ｅｃｎｏｍｉｃｓ” ｐｐ．２３一２７邦訳２９一３５頁。

　　

５） ｌｂｉｄ．，ｐ．２３ 邦訳２９頁。

　　

６） ｌｂｉｄりｐ．２３ 邦訳３０頁。

　　

７） 早川泰正助教授は此の点に関するハロッドの誤謬を指摘して次のごとく言われている。 「この完全

　　　　

に等質的な体系にハロッドは更に所得配分の一定を結びつけようとする。 中立的発明の流れは労働

　　　　

と資本との間の分配関係を変化せしめないであろう、 というのがそれである。 これは全くの誤想と

　　　　

いうほかはない。 技術改善の結果、 資本蓄積の増大と比例的に労働量も増加するか、然らざれば実

　　　　

質賃銀が労働の限界生産力に比例せざる限り、 そのようなことは起り得ないし、もともと改善が労

　　　　

働量の変化より独立である以上、 その必然性は全く存在しないからである。 中立的発明の流れは所

　　　　

得配分と何らの関係もない純粋技術の特殊の一形態に過ぎないであろう。」 早川泰正 「経済変動鰹

　　　　

論への途」１５７－８頁。

　　

８） Ｈａｒｒｏｄ，ｉｂｉｄりｐ．２３ 邦訳３０頁。

〔３〕

　

いわゆる 「中立的技術進歩」 と「社会的所得における労「動と資本との相対的分前」 との関連につ

いての吾々の理解の基本的態度は、 主として高田保馬博士の御嵩教に負うている。
１〉 博士は 「労働

節約」 ということの内容を 「生産物一単位当りの必要労働 （労働に関する生産係数、 労働係数とい

う） の減少」 であると明確に規定されたのち、 発明によって労ィ動節約が行われるとき、 それは資本

効果と生産効果の両面を持つが故に、 資本係数の増減は、 これら二つの効果の作用如何によって決

定されるものであると教えられる。 したがって労働節約的発明によって資本係数が増加するものと

考えて、 発明の労ィ動節約＝資本係数の増加、 とする見解の誤りであることを指摘される。けだし資

本係数の増加する場合の発明のみが労力節約の名を以て呼ばれるものとすれば、 資本係数不変とい

うことによって表現されるハロッドの中立的発明にあっては、 労ィ動の節約が事実において存在する

ときに於ても、 －－正しくは存在しなければならない筈であるが－－それはその場合 「労働節約」

の名を以て呼んではならない 「労働節約」 だという矛盾に逢着するであろう。 というのは「労働節

約」 は労一鰯系数の減少であるわけだが、 資本係数一定のときラライ動係数のみが減少することは 「中立

的」 であることと矛盾するからである。 だが 「労働節約」 という言葉を生産要素としての労働の節

約とは関係なしに 「労働の分前の減少」 という意味に用いる限りに於て、 この矛盾は矛盾でなくな

り得る。 そしてその様な用語法を前提とすれば、 たしかに謂うところの 「中立的発明」 は社会的所

得の労資間に於ける分配を不変のままに維持するような発明を意味することになるであろう。然し

そのような言語の使用法が 「言語の合理的な使用」 であるとすることは、 博士の御高教にあって

は、 従ってまた吾々の理解に於ても、 それはあまり納得的なものとは考え難い。

　

「技術的進歩は労働を節約させるか或いは資本を節約させる」 のであれば、 中立的進歩は労一勅と

－１３６－



成長率理論の一吟味

資本とを同一の比率で節約するものとして規定されるのが一応当然だということに なろ

　

う。 だ が

「利子率が恒常なとき、 資本係数の値を撹乱しないことをもって中立的進歩と定義する」 ことによ

って此のことを表現しようとすることは、 少くとも吾々の理解する限りに於ては、 言葉の合理的な

使用だとは思われない。相対的分前を不変に維持するものとしての中立的進歩は、 マルクスの用語

例にならえば、 資本の有機的構成を変えない進歩なのであろうが、 この場合に於ても、 それが 「進

歩」 である以上は、 資本係数も労働係数と同じ割合で減少することになるから、 「資本係数の値は

撹乱」 されることになる。 － ハロッドの 「資本係数一定」 という表現を、 もし仮に 「資本構成一

定」 という意味に解釈することが許されるとしたならば、 万事は順調に運ぶであろう。 資本構成は

一定でも資本係数も労働係教も減少し得るから 「技術の進歩」 とは矛盾をきたさないし、 利潤率を

一定とすれば労働と資本との所得分配も不変であり得る。 だが、 その正しい意味における 「中立的

技術進歩」 を、 同じく正しい意味における 「資本係数一定」 という表現で示そうとすれば矛盾を生

ずる。 例えば「資本係数不変」 のもとで 「技術進歩」 を表わそうとした吾々の工夫は 「労『勅係数」

を減少せしめて、 その「中立性」 を失わせ、 結局、 資本構成を高めることとなり、 従って 「相対的

分前の不変」を維持し難いものとなった。 －－然し資本の有機的構成不変の場合は、 利潤率を一定

とすれば、 相対的分前の不変が維持されるだろうことだけは理解に難くない。 猶、 マルクスが資本

の有機的構成の高度化という表現を通して想定していたものは、 おそらく、、資本係数が増加し反対

に労働係数の減少する状態であったろうと思われるが、 資本の有機的構成の高度化は必ずしも資本

係数を増加せしめるとは限らない、 と言うのがここでの吾々の理解なのである。

　

最後にわれわれは同じ問題についての

　

Ｊ．ロビンソンの説明を聴いておこう。
２） 彼女は 「利潤率

に何がおきようとも、 産出量単位当りの労働と （賃銀単位で測定された）●資本とを同一の比率で節

減する革新を中立的と呼ぶのが最も良いように思われる。 そうすれば、 中立的革新は、 利潤率が一

定である特別の場合に、 相対的分前を不変に維持する革新である。」 とし、 これがハロッ ドの見解

であるという。 われわれはロビンソンによる解明の内容そのものに関しては跡も異議はない。 だが

資本係数のみにかかわらしめて概念され、 従ってまたそのことからの当然の帰結ともいえようが－

－資本係数は生産量と実物資本量との比率に過ぎないから－－資本と共に作業する労働量の消長に

ついて何ら語るところのないハロッ ドの中立的発明の定義から何らのっまづきもなしに以上の様な

内容を汲みとることは出来がたいのではあるまいか。

　

彼女は更に続けて言う。 「一定の利潤率において資本の分前を減少させる革新を『資本節約的』

資本の分前を増大させる革新を『資本使用的』と呼びたい気持にかられる。」 そして彼女自身、 こ

れらの用語を従来その意味で用いて来たことを此処で告白している。３） 「しかし、 そうすると 『労

働節約的』と『資本節約的』 とは対称的な用語ではなくなろう。 なぜなら、 革新が労働時間当りの

産出量を増大させる時には、 即ち節約する時には、 その革新を労働節約的と呼ぶのが自然だからで

ある。 産出量単位当りの賃銀単位表示で測定された資本を節減する革新を ″資本節約的〃 と呼び、
そうしてそれを増大する革新を ″資本使用的〃 と呼ぶのが、 それ故に対称的である。」 斯くして彼

女の用語はここでは吾々の理解における意味での 「言語の合理的な使用」たり得るものに改善され

ているようである。

〔註）

　　

１） 高田保馬 「成長率の考察」 （同博士編、
も経済成長の研究や所収）２６一３６頁。

　　

２） ｊ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，
“ＴｈｅＲａｔｅｏｆｌｎｔｅｒｅｓｔａｎｄ ｏｔｈｅｒＥｓｓａｙｓｒ ｌ９５２，ｐｐ．４９一５１ 邦訳６０一６３頁。

　　

３） Ｊ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，
”Ｅｓｓａｙｓｉｎｔｈｅ ＴｈｅｏｒｙｏｆＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，

”１９４７，ｐ，９６ 邦訳 １４１－１頁 「中立的発明

　　　　

とは、 あらゆる段階で生産効率に対して一様の影響をあたえ、 その結果、 資本設備生産における一

　　　　

人当りの産出量を最終財生産における一人当りの産出量と同率で引上げるようなものなのである。
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この種の発明の後に、 資本存在量が所与の利子率に対して均衡を回復するように調整されてしまう

と生産量一単位当りの資本は以前と同じになり、 一定の産出量についての労働と資本との相対的な

分け前は不変となる。 資本節約的発明は最終財生産における効率よりも資本財生産における効率を

高めて、 生産量一単位当りの均衡資本量を引下げ、 資本の相対的な分け前を減少させる。労働節約

的な発明－－これは資本使用的といった方がよいが一一は、 産出量一単位当りの均衡資本量を増加

させ、 したがって所与の総所得中に占める資本の相対的な分け前を高めるのである。

〔４〕

　

然しハロッドの 「技術進歩の中立性」 に対する吾々の前述のような理解は、 彼の自然成長率 Ｇ”

が完全雇傭成長率であることを否定する結果を導くものではない。 何故ならば、 そこでは労働の側

に起点があり、 労働の成長率と均衡すべき所得成長率がどのようなものであるかを算定するだけに

とどまるからである。 つまり、 資本係数を一定としておいて、 この場合、 労「動係数の減少としてあ

らわれる、 即ち正しい意味での 「労働節約」効果は此れを人口増加率 Ｇゐと合計されて自然成長率

Ｇ７２ の内容を構成する技術の進歩率 ＣＰに反映させる。 （Ｇ〃＝Ｇみ十ＧＰ） そうすれば、 労働係数の

減少に基く一定の労働量と適合すべき必要資本量の増加分は、 資本係数一定の侭で ＧＰ・Ｃγ によ

って算定されることになる。 資本係数不変の場合、 技術の進歩は労「勅係数の減少となって表われ、

その結果としての一定労働量と結合する資本量の増加分は技術の進歩率 ＧＰ において示される。 斯

く解釈することによって彼の謂う中立的進歩はともかくも 「進歩」 であり得るだろうし、 また、 そ

こに見出される所得の自然成長率は労働の完全雇傭成長率だと言い得るであろう。 だが要素価格の

相対的変化を顧慮しないで、 労働と資本の結合比率が純技術的にのみ決定されるものとする時、 そ

のような立場から労働を基盤として算定される成長率は、 労働の完全雇傭成長率であり得ても、 そ

れが直ちにその侭、 真の意味での極大可能成長率だと言い得るか否かは猶吟味の余地を残すものの

様に思われる。
１） さきに吾々が、 自然成長率が極大可能成長率であるとする見解は、 生産方法にお

ける技術支配の思想に立脚する限りにおいては妥当なものであろうと述べたのは実はこの様な見地

におけるものであった。

　

ところで、 曽て高田保馬博士が、 「自然成長率の観念は、 これを各時期に於ける人口、 技術によ

る可能的最大所得量の成長率として考うべきものであろうか。」 と言う意味の批判的な御見解を被

ミ歴されたことがあったが、
２） その場合の欝．土の御見解は、 ここでの吾々の理解と同じ視角に於ける

ものではなかったようである。 その後の御高教におけるものとは異って、 当時の博士の御高見にお

いては自然成長率は観念的成長率ではなかった。 そして自然成長率概念が関説していない重要なる

因子としての資本量は現実量として把握されていた。 そのために 「ハロッドに於ける自然成長率に

おいては、 貯蓄と必要資本量とは必ずしも均等ではない。 釣りの場合に於ける労働量に過不足ある

が如く、 Ｇ” の場合に於ける資本量にも過不足がある。 けれども、 Ｇ７ｚ

　

の定義の本来要求している

が如く、 労働、 技術、 資本等の諸要素の完全利用を意味するならば、 資本も亦残りなく利用せらる

ることを要するのではないか。 それは利子率の可変性を要請すると思う。」３Ｊ 然るにハロッドの場

合、 利子率は一定なのだから、 その様な 「自然成長率の観念は、 これを各時期に於ける人□、 技術

による可能的最大所得量の成長率」 とは言い得ないだろうとされるのが博士の御見解であったよう

に思われる。 だが、 ハロッドの悩みは 「人口と技術」 とが提供する 「極大可能成長率」 が必要とす

る資本量、 その必要資本量に丁度見合うだけの貯蓄が保証され難いという点にのみ存在したのであ

る。 そしてそれが彼の 「アンティノミー理論」 の正体であり、 彼の立場に於いては 「極大可能成長

率」 たることに悩みはない様である。

　

同じ箇所での博．土の完全雇傭成長率としてのＧ７２解釈も、 おそらくは今日の博士の御見解とは異
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つたものであったかに思われる。 それはハロッ ド自身の考えとも、 そしてまた吾々の理解とも同じ

ではなかったようである。 即ち 「前述の如く Ｃｗは一方において一様に進行する均衡成長率の意味

を持ち、 他方において景気の階段ごとに特有にして、 投資貯蓄の均衡、 ひいては極大利潤の要求が

充足せらるる均衡成長率を意味する。 此の場合、 労働の需給は必ずしも均衡せず、 非有意的失業が

可能である。 貨幣労銀一定の前提を持つからである。 Ｇ７２についても持続的なる成長率が考えられ

るかとも思うが、 それは各段階ごとに即しても考えられる。 後者が特に重要なるものであろうが、
それは貨幣労銀一定の前提を持たぬ。 私の表現によれば、 そこに妓用経済が支配するから労銀は一

に労「動の限界生産力を反映する筈である。」４）というのが博士の御見解であったからである。 この場

合の博士の想定される資本量は現実の資本量であって、 人口の増加と技術の進歩が許容する極大可

能成長率がもとめる構想的資本量ではない。 そして 「Ｃｉｚにおける資本量にも過不足がある」 と言

われるのは、 結局、 この構想的な必要資本量と現実量としての資本量との一致しない場合があると

いう意味であって、 若しＣ７２が最大可能成長率たらんとするならば、 現実量としての労働、 技術、
資本の全部使用を期するために利子率も貨幣賃銀も変化し得なければならないし、 少くとも、 労働

の完全雇傭成長率たるためには貨幣賃銀一定の前提は取り去られなければならない、 という御解釈

であったかと思われる。 だが自然成長率Ｃｉｚは 「人口の増加と技術の進歩」 だけが決定するものだ

った筈である。それは現実の資本量には関係なしに構想される観念的な成長率である。 すくなくと

も資本量不足÷→労働の限界生産力低下÷→低賃銀の条件で労働人口が全員就業するというような

状況の想定はここでは必要がないのではあるまいか。

　

「それ （Ｇ７２－－大野） は″非自発的〃 失業の起こる可能性を含んでいない」５）というハロッ ドの

説明は、 この場合、 謂わゆる

　

″ケインズ型失業〃

　

発生の可能性という意味よりは ″マルクス型失

業〃の起る可能性を含まない、 という意味に解することの方が寧ろ納得的なのではなかろうか。
６」

若し資本不足のために労ィ動の限界生産力が著しく低下し、 それを反映する低賃銀が人々の最低生活

をすら保障しがたいものとなる場合を想定するならば、 有効需要の不足に基く失業はな いと して

も、 そこでの労働人口の全員就業は正しい意味における完全雇傭ではあり得ないであろう。 だとす

れば、 そのような場面に於けるＧ７２は真の意味の″完全雇傭〃成長率でさえあり得ないことになり

はしないだろうか。 資本と労働との結合比率が技術的に決定されるものとして、 資本の不足のため

に生ずる労働の不完全雇傭を ″マルクス型失業〃 と解するとき、
″マルクス型失業〃 も、 言葉の持

つ意味では″非自発的〃 失業であるだろう。 だが此の様な解釈はハロッ ドがハロッ ドであることを

忘失した解釈であるという批判をうけるかも知れないし、 また 「理論的にハロッドの立場から離れ

る」７） との非難を免れがたいものかも知れないのであるが。

　

博士の高教におけるＧ”にあっては資本の過不足にかかわりなく労働および資本の双方の全部使

用が想定されている様に解されるのであるが、 ハロッ ドの Ｇ“そのものを概念するためには、 資本

の完全利用とか貯蓄の過不足とかいうことは考慮する必要がないのではなかろうか。 労働人口が不

足な資本と価格変動を通して結合する場面を想定するために、 或る場合には労働の限界生産力低下

が労働人口の全員就業を真の″完全雇傭〃たり得ざらしめるだろうことをＪ限れなければならなかっ

たり、 また、 遊休資本を残して労働のみが完全雇傭される場合の Ｑｚは、労一勅と資本の全部使用で

ないが故に、 極大可能成長率では，あり得ないと難じなければならないことになったりするのではあ

るまいか。 博士が Ｇ７２を極大可能成長率と解することに対して否定的であられるのは、 要素価格の

変動を通しての資本の完全利用をも Ｇヵにもとめられることに基くものと思われるの で あ る が、
Ｇ７２ を労働の完全雇傭成長率として認められる場合においても、 同じ立場にたっておられ ること

は、 吾々がＣ７２を完全雇傭成長率として学びとる立場とは同じでない。 吾々の乏しい理解における
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Ｇ７２ は必ずしも資本の完全利用を伴うものではないし、 貯蓄や資本の過不足を考慮に入れて観念き

れるものでもない。

　

（おそらくは冒しているであろう自らの数多い過誤を－娯れることもなしに、 未熟をかえりみず、

批判めいた言辞を弄しますことの倦越と非礼については、 切に博士の御寛恕を乞わなければならな

い。）

〔註〕

　　

１） 経済成長理論の領域における価格分析の復位といった線に沿ってのすぐれた研究が、 最近、大川教

　　　　

授、 篠原、 森島、藤野助教授などの諸家によって相次いで発表されているようであるが、高田博士

　　　　

のハロッド批判も同じ流れに沿うものとして学び取ることが許されるのではなかろぅか。

　　

２） 高田保馬 「成長率の考察」 （経済成長の研究、 所収）４１－２頁。

　　

３） 同上、４０頁。

　　

４） 同上、４０頁。

　　

５） Ｈａｌ・ｒｏｄ‘‘Ｔｏｗａｒｄｓａ ＤｙｎａｍｉｃＥｃｏｎｏｍｉｃｓ，
“ｐ．８７，邦訳 １１７頁。

　　

６） Ｊ． ロ ビンソンが ”Ｍｒ．ＨａｒｒｏｄｓＤｙｎａｍｉｃｓノ’ｉｎ Ｃｏｏ′′錦蛇ｄ Ｂの”の“に ＰαＰｅγｓ，１９５１，ｐ，１６９ にお

　　　　

いてミマルクス型失業もと呼んでいるものは、後続の著書のなかで彼女が失業の分類をしている箇

　　　　

所のミ潜在的な技術的失業ミ にあたる。 「数種の型の失業は、 これを正確に区別し得ない。 けれど

　　　　

も、 われわれはこれを次のように図式的に分類してみよう。 利用可能な総労働量を Ａ，実際の雇傭

　　　　

水準を Ｅ，また現存の資本ストックをその設備能力の正常操業率で操業するに必要な雇傭量を Ｎ，

　　　　

としよう。 記号はそれぞれ一年当りの延労働時間数をあらわす。 それぞれの範時はその周辺におい

　　　　

ては漠然としているし、また単一の数字というより｛′ま、 むしろ幅をもった数値として考えられねば

　　　　

ならない。 すると、
ＡーＥ＝総失業

ＡーＮ＝労働の予備軍

Ｎ－Ｅ＝スランプによる失業

　　

となる。 ある技術のもとにおける

　

Ｎ の値が、 労働節約的革新の遂行後における同一の産出率にた

　

いする

　

Ｎ の値を超える超過分は、潜在的な技術的失業である。 それは一人あたりの作業量を減少

　

することによって吸収されるであろう。」Ｊ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，
”ＴｈｅＲａｔｅｏｆｌｎｔｅｒｅｓｔａｎｄｏｔｈｅｒＥｓｓａｙｓ′

　　

１９５２，ｐ．１１０，邦訳１３６頁、 猶、熊谷尚夫 「人ロ、 資本および雇傭」 （商学論集、 第２１巻第３号）

　

５７－８頁、 藤田晴 「経済成長醗論と相対的過剰人ロ」 （高田保馬編 「経済成長の研究」）８５－９０頁。

　

参照。
７） 高田保馬 「自然成長率に関する覚書」 （経済研究、第６巻第２号）９３頁参照。

〔５〕

　

つづいて吾々は同じ問題について、 御近業に於ける博．土の御高教をも併せて学ばさせていただく

ことにする。“

　

ここでは博士は自然成長率を観念的成長率として確認されている。 「二者（Ｇ％ と

Ｇｚジー－大野） は平行する性質の観念的成長率というべきであろう。」 だが、 自然成長率をして完

全雇傭成長率であり、 極大満足成長率であり、 面かも同時に極大可能成長率でもあらしめ得るため

には数用経済を前提としなければならない。 然るに固定賃銀、 一定利子という拘束をもつところの

勢力経済を前提として、 完全雇傭成長率たることのほかに、 極大満足成長率、 極大可能成長率でも

あろうとする 「ハロッドの自然成長率にはディレソマが横たわる。」「この自然成長率は第二、 第三

（極大満足成長率と極大可能成長率－－大野） の意義における成長率ではあり得ない。数用経済を

模型とするところに於てのみ斯かる意味の自然成長率が考え得らる。」「ノ・ロッドの自然成長率は、

その適正成長率が拘束せられたる資本（需給）均衡を確保する成長率である如く拘束せられたる労

働 （需給） 均衡を確保する成長率である。 従って後者は極大満足の条件を充たさず、 それに達せざ

るものと考えるほかはない。」 と教えておられる。

　

われわれはハロッド的経済模型における自然成長率が、 極大満足成長率とは言いがたいものであ
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るとされる博士の御高教に対してはいささかの異議もない。 だが、 それが極大可能成長率であり得

ないとされる御見解に関しては、 われわれなりの観点における貧しい理解をも附け加えさせていた

だきたいように思うのである。自然成長率が観念的成長率であることを確認する限り、 そして博士

御自身の用語例に学べば、それが生産方法に於ける技術支配の立場を前提とするものである限り、
２）

ハロッドの自然成長率は極大可能成長率でもあり得るのではなかろうか。 所与の労働人ロが技術状

態によって適正に必要とする資本量、 その資本量を超えて現実に資本が供給され得る場面 を 想定

し、 その全資本量と所与の労働量とが作用する場合の所得成長率を考えれば、 ハロッドの自然成長

率は極大可能成長率であり得ないかもしれない。 だがここでは所与の労働量と結合する資本量は技

術的に一定されているのである。 そして自然成長率Ｇ〃は人口増加率と技術の進歩率とだけから構

想され、 現実の資本の過不足には係わりのない「観念的」成長率なのである。

　

だが博士は此のように解釈することを許されない。 博士によれば、 自然成長率は労「動の側から出

発するとともに、 それの完全雇傭を目ざす所得成長率を求めてはいるが、 それはただ 「労一勅の成長

率と釣合うべき所得の成長率がどれだけであるかを求めているに止まる。」 ものだとされるのであ

る。 さらにまた

　

「Ｑｚ もまた必要資本量を予想しているはずである。 けれどもハロッドの 表現
Ｇ７２・Ｃ７‐＝Ｓ をみると、Ｓの不足する場合についてもＧ“が人口増加率を中心にして考えられてい

る。 そうすると Ｇ７ｚ自体は貯蓄の大小とは一応独立に考えられていると見ねばならぬ。 ……此の点
Ｇ７ｚ の定義をめぐり、 必要なるだけのＳがあるという如き説明がつけ加えられることもあるから附

言したい。 説明の附加は理論的にハロッドの立場から離れるであろう。」 とも言われている。 だが

ハロッ ドの Ｇ７２概念にとっては、 Ｇれ・Ｃγ は Ｓ と等しくても等しくなくてもよいのである。 Ｇ７ｚ

は人口増加率と技術進歩率とから成立ち、 そして極大可能成長率はＣ７２だけなのであってＳとは直

接関係はない。 博士はこの場合、 現実量としての人口と技術と資本との完全利用の場面を想定され

ておられるように考えられるのであるが、 そのことの故に特にＳの不足を心にかけられるのではな

いだろうか。 若しそうであるとすれば、 それは博士の御高教になる赦用経済前提の場における問題

であって吾々の理解するハロッドの経済模型における問題ではないように思われる。－もっとも、
だからこそ、 博士はＧ７２を極大可能成長率と解することに否定的であられるのだし、 また吾々はノ・

ロッド自身の立場における限り、 これを極大可能成長率と解することが可能であろうと理解する訳

なのであるが。 －－吾々は博士が 「ところで自然成長率の観念は如何なる模型を前提となして構成

せられているか。 瀞学の場合における均衡が勢力経済を前提とし従って完全雇傭を欠くのを原則と

した如く、 適正成長率においても亦然らざるを得ぬ。 而・して静学における最善状態即ち極大満足の

状態が、 主体即ち企業者と労働者の自由なる経済行為に対する抵抗叉は干渉を排除するところの数

用経済であるが如く、 動学における自然成長率もまた非有意的失業の可能を原則的に排除するとこ

ろの数用経済を前提とせざるを得ぬと考えたい。」 と言われ、 また 「此の成長率 （Ｇ〃－大野） は第

二、 第三（極大満足成長率、 極大可能成長率－－大野） の意義における成長率ではあり得ない。数

用経済を模型とするところに於てのみ斯かる意味の自然成長率が考えられる。」 と言われているこ

とや、 かつて別の機会に、
３）「Ｑｚについても持続的なる成長率が考えられるかとも思うが、 それは

各段階毎に即しても考えられる。 後者が特に重要なものであろうが、 後者は貨幣労銀一定の前提を

持たぬ。 私の表現形式によれば、 そこに数用経済が支配するから労銀は一に労一動の限界生産力を反

映する筈である。 ……Ｇｗ の場合における労働量に過不足あるが如く、 Ｑｚ

　

の場合における資本量

にも過不足がある。 けれども、 Ｇ〃 の定義の本来要求しているが如く、 労働、 技術、 資本等の諸要

素の完全利用を意味するならば、 資本も亦残りなく利用せらるることを要するのではないか。 それ

は利子率の可変性を要請すると思う。 ……一定利子率、 一定貨幣労銀 （叉は労働が残りなく利用せ
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らるる場合の労働の限界生産力よりも高位にあり、 従って、 いつも多少の失業を含んでいる） にお

ける生産量は、 同様に一定の利子率において設備を利用し、 而かも残りなく，労働を使用する場合の

生産量より常に小であろう。」 と言われていたことを城で想い起すべきであろう。 然しハロッドの

経済模型に拠って、 ハロッドの構想するＧ７２から極大可能成長率を導き出すためには、 数用経済を

前提とすることは必要のないことではないだろうか。 それは労働の完全雇傭成長率たるＧ″に資本

の完全利用を伴わせようと期待し、 ハロッ ドの Ｇ７２が必要とする資本量を超える資本量が所与の労

働量と結合する場面を想定することによってＧ“が極大可能成長率たることを否定する もの で あ

る、 と言い得るのではなかろぅか。 博士の言われる意味での極大可能成長率をハロッドの Ｃ“にも

とめ得ないことは確に博士の御指摘の如くであると言わねばならないであろう。 だが極大可能成長

率としての Ｇ７２は人口と技術が決定するのであり、 そしてその Ｇ〃と Ｃγとが必要資本量を定める

のであって資本量がＧ７２を左右するのではない、 と解すべきものではなかろぅか。

　

だが博士におかれてもＣ“を完全雇傭成長率と解することについては、 ハロッド的模 型艮”ち、

１）利子率不変、｛２１中立的技術進歩、 圏賃銀一定という条件のもとに於てもそれが可能であるとされ

て明快な解明を高示しておられる。 いま博士の記号をかりてこれを示せば次のように要約すること

が出来るであろう。 即ち完全雇傭成長率としての自然成長率は労働供給率と労働需要率とを均衡せ

しめる所得成長率である。いま、
Ｇ７２ ………………自然成長率 （完全雇傭成長率）

Ｃγ

　

………………必要資本係数

Ｓ …………………貯

　　

蓄

　

率

Ｇた ………………人口の成長率

ＧＰ

　

………………労働生産性の成長率

に 暑 ト成長率の有機的構成、 とすれば、

暑 トγ，Ｇゐ祁め ″ から

Ｇ７ｚ・Ｃγ＝ｓ ならば

Ｇ姦＝γｓ／Ｃγ

　

を得る。

いま仮に Ｇゑ を １％、 鋤 を ２％ とすれば Ｇ”は３％ となり、 “ま ÷ となる。 Ｃγを４と

すれば Ｓ は １２％ となり、 これに γ を乗ずれば Ｇゑ と γ影Ｃ７７とは等しくなる。 労働供給率１％

と技術的に要求される資本係数を考慮した労働需要とは相等しい。４）

　

〔註‐〕

　　

１） 高田係馬 「自然成長率に関する覚書」 （経済研究、第６巻第２号）

　　

２） 高田保馬 「成長率の考察」 （高田保馬編「経済成長の研究」所収）２７頁。

　　

３） 同上、４０一４１頁。

　　

４） 高田保馬 「自然成長率に関する覚書」 （経済研究、第６登第２号兜頁。

〔ｎ〕 ドマールの基本方程式をめぐって

〔１〕

　

ケインズの投資乗数の理諭は動態的な目標を持つものであるのに拘わらず、 不変と想定された限

界消費性向を媒介として投資と所得との関係を尋ねようとするものである。 従って投資の作用を消

費の面においてのみ追求するものであるという意味において動態分析の用具としては充分なものと

一１４２一
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は言い難いことは早くからひとびとの指摘しているところである。 この難点を加速度原理によって

補完し、 より一層動学的なものにしようとする企ては逸早くハロッドによって試みられたわけであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　
る燕 同じ流れに沿うドマールの基本方程式ｚに 爾 ， ÷ は乗数理論を表面に打ち出している

ために、 乗数理論に対して否定的な諸家の恰好な批判の対象となっているようである。 例えば高田

保馬博士は二つの御近業においてドマールの基本方程式についての詳細な吟味とともに此れを論難

しておられるようである。
１）

　

ところで吾々は先ず乗数理論にっして学ぶことから始めよう。 このことは吾々が高田博士の御高

教を理解するためにも最初に為し了えておかなければならない仕事であろう。 確にケインズの乗数

方程式は、 その展開自体の中に問題が潜むもののようである。

釜 三 － － 毒

　

を起点とするケインズの推論は、

これを書き改めれば、

４Ｃ －（ト ナ ） 〃 ，．，．．．．，．－－．，．．．…………… ①

となるが、 彼は、

ｄｙ＝４Ｃ十イＺ‐ ………………………………………（２）

を導き入れ、（１） を （２） に代入して、

故をこ

　

４ 」 〃 または、 ｄ た 捌 ，，，．，，，，，，，，－，．，，，，，（３）

という乗数方程式を導き出している。 だが （３） は （１） の定義と （２） の命題とから機械的に導き

出された定義の分析、 展開であるに過ぎない。 然るにケインズは （１） から、

ぽニ

　　　　

ヱ

ｄｃ

　　

………………………………÷（４）

　

　

　

　

　

　　

という関係を導き得るものと考え （３） におけるたに此の （４） の意味を含ましめているが、 このこ

とは実は彼が限界消費性向についての二つの概念を混同していることに基くもののようである。 即

ちハーバラーによれば、
２） 消費性向は形式的意味におけるものと、 心理的な意味におけるものとが

区別されるべきであるとされているが、 確に此の場合ケインズが乗数方程式を展開する場合に用い

たものは形式的な意味におけるそれであって、 彼自らが 「一般理論」 の第８章および第９章におい

て分析した心理的な意味における消費性向の概念を此れと混同して乗数方程式の中に含ましめたも

のと解されるようである。

彼が乗数理論の系として説いている 「貯蓄は投資に等しい」 という命題についても同じ角度から

批判し得るであろう。 即ち前記 （４） 式の右辺の分母は貯蓄率に等しいから、

ヱ －

　

４Ｃ

　

ー

　

４Ｓ

　

…………………………………（５）

　　　

イア

　

ー「羽ア

である。 これを （３） 式に代入すれば、
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となり、 従って、

　　　　　　　

４Ｓ ＝ ｄＺ‐……………………………… ……………・・（６）

が得られ、 「貯蓄は投資に等しい」 という命題は定義から当然、 機械的に導き出される自明の理で

あるに過ぎない。 然るにケインズは貯蓄と投資の均等は乗数作用の結果であるとして、 定義分析的

な自明の理と因果分析的な乗数作用とを混同している。Ｓは定義によってｒに等しいのにもかかわ

らず、 ケインズはこの定義と乗数理論とを結びつけることによって問題を混乱せしめたということ

になるであろう。 「Ｓとヱとの均等は乗数の作用によってもたらされるように見える。 然しながら

事態を一層精密に眺めると貯蓄と投資との関係は乗数には不依存であることが発見される。」 とい

う

　

Ｆ．Ａ．ルツッの言葉は以上の様な視点からのケインズ乗数理論批判を代熱するものであろう。３）

　

さて、 定義分析的に導かれた乗数方程式や、 そこから導き出された貯蓄＝投資という命題を、 定

義からの当然の帰結であるという意味において自明の理であるとすることは、 それ自体においては

必ずしもケインズ乗数理論への根本的な批判とはなり得ないであろうが、 Ｂ， オーリンを代表とす

る多くの批判者たちは、 自明の理であることの無意味さを、 それが 「事後」 の概念であることに結

びつけ、 「事後」 的なものであるが故に、 それは因果分析には役立ち得ないのだと論難するｏ

　

Ｂ．）

オーリンは言う。 いまある消費性向を与えられたものとし、 それを々とすれば、 吾々は、Ｅ（ヱーた

＝Ｚ‐を得るが、 これは所得

　

Ｅ と投資Ｚとが同じ割合で変化することを意味する。 然しこのことは

事後においてのみ妥当することである。 従って消費 「性向」 は実は 「実現した消費比率」 なのであ

る。 ローた） は実現した所得と貯蓄との関係を示す「実現した貯蓄率」であって ÷ である。 に ろ

で実現した貯蓄は実現した投資と同じものである。 従って （ト リ‐ 令 である蒸 この方程式は

自明の理を語っているに過ぎなし・。 あるいはケインズ自身はそれらが事前的なものと考えているか

も知れないが、 彼が実際に所得、 投資、 消費性向などに含ましめた概念は総べて事後的なものであ

る、と。（４）乗数も限界貯蓄性向もともに事後の概念であり、乗数の逆数をして限界貯蓄性向に等しか

らしめるものは貯蓄と投資の均等であってその外の迂路を通ってではない、 と結論しているルッツ

の見解もまた此のオーリンの立場と符合するものと言えるであろう。
５）「投資が貯蓄に等しいという

ことは生産完成の後における計算である。 ケインズに於ける乗数の理論は形式的には Ｚ＝Ｓ から導

き出されている。 より詳しく言えば

　

Ｙ

　

ｒ－ＣごＳ における Ｓ の代りに Ｚ を置くときは

　

ｙ

　

ｒ＝Ｃ十Ｚ；

４７＝ｄＣ十４ｒ を得る。 この式から分析的命題として、 従って必然的に ｄｙ＝たｄ′ が出て来る。 こ

　　

－－ヱ－ ÷ と置 だが此れは生産の行われ 蟻 からの計算でぁり・ ｄ ｄｃ＝″の際一喜号
の書替にほかならない。 而して、 あとからの計算の特徴として 三 号 の意味する に ろはｄｙだけ

の所得があたえらるるとき、ｄＣ が消費せらるる率ではなくて、 一方ｄＣだけ消費せられていると

き、 他方、 所得がｄｙ‐だけあるという計算上の割合を示したものである。 然るにたという投資乗数

の内容的意味はこの様なあとからの計算ではなくて前からの計算である。投資の増加がある時に、

どれだけそれに応じて所得が増加するかという因果的連絡である。 前からの計算ではヱが常にＳに

等しいとは言い得ない。従って、 それから得らるる結論としてたが投資乗数であるということであ

っても、 このたが前からの計算にあてはまらぬ以上、 求むるところの投資乗数とは言い難いであろ

う。ケインズの理路にあっては、あとからの計算によって た－コメ 』
Ｃ
という命題 溺、 この消費と

所得との間に成立している ″あとから〃 の関係を、 前からの関係即ち一定の所得の中からどれだけ

を消費するかという傾向、 従って Ｚ‐－Ｓ という関係を伴わぬところの傾向に置き換えている。」
６）

要約して大凡以上のような批判を御高示になっておられる高田博士の場合、 それがハーハフー、 オ

ーリン、 ルッツなどと同じ線に沿っての御批判であると理解することが許されてよいであろう。

－１４４－
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だが博士は乗数理論が事後的にのみ成立するということから、 ただちにそれが理論的に無価値な
ものであると論定されるのではなく、 その様な関係が存在するか否かは事実について考察しなけれ
ばならないのであるが、 一応、 他の学者たちの意見に従って言えを鷺

　

この乗数理論のあてはまるの
は何らかの意味における静態においてのことである、 と言われている。

７） このことは御近業 「ケイ

ンズ論難」のうちにも明示されている如く、博士が、 口パートソン系の乗数理論解釈に立脚 して お
られることを示すものであろう。 同じ立場は中山伊知良Ｂ博士の次の如き御高教の中にも窺われるよ
うである。 即ち 「静態と動態との区別という観点から見るときに先ず第一に注目すべきことは、 乗
数の理論そのものが完全に静態的性質を持つということである。乗数の理論は……投資産業に起っ
た第一次的変動が産業一般の反作用によって結局いかなる大いさの第二次的変動を惹起するかを示
すものであるが、 この第二次的変動は本来第一次的変動の含むところの一切の作用が完全に行きつ
くした状態を意味するものであって、 その限り一つの静態法則でるる。 この事は何よりも先ずカー
ソ自らが明白に語るところである。 即ち日く・、

″余が抜に考察しつつあるところの状態は、 あらゆ
る事態が結着したあとの最後の均衡状態である。 ………余は披では時の遅れの問題には立ち入らな
い″ と。 ケインズも赤この点については何ら異見はない。 即ち 〃乗数の論理的理論〃 はケイ ンズに

於ても亦″連続的に時の遅れなしに、 あらゆる時点を通じて妥当するものである。〃 然しながら一
方乗数の理論を以て解釈せんとする問題は元来一つの動態的現象であって静態的現象ではない。 そ
こで乗数の理論がそもそも斯かる現象を把握するために充分であるか否かの問題は当然起らざるを
得ないのである。」 と。

８）

　

乗数理論が静態においてのみ妥当するということの意味は、 それが限られた条件の下においての
み妥当し得るということであろうが、 ロバートソンによれば少くとも次の三つの条件即ち、 （１） 限

界消費性向の値を変化せしめる事情のないこと、（２）消費財産業の拡張が投資財産業に反作用しな
いこと、 （３） 毎期同一額の新投資が繰返されるということ、 が必要だとされている。 このロ ミー ト

ソンの条件分析の流れに沿うての乗数理論吟味において、 中山博士が、 より強く御指摘になってお
られるのは（２）の問題のように思われるし、９） 高田博士がその御近業において力点を置かれている
ところは（３）の問題であるかに窺われる。 即ち 「此の点について私の次に論じようとするところは

こうである。 投資の継続によって追加的に成立する所得が、－それの貯蓄分の一になるというのは、
次々に成立する新貯蓄が総べて新投資に向うという附随的条件が伴うからである。 此の条件が与え
られるところの公共投資については乗数理論があてはまる。 一般の産業投資については、 此の条件
の与えられることは原則としては期待し難い。 かくて投資乗数の理論の妥当範囲は甚しく限局せら
れる。」 と高田博士は言われるのである。

１０）

　

以上のところから吾々の学び取り得た限りでは、 ケインズの乗数理論は、（１）事後的にのみ可能
であるか、 若しくは、（２） 口パートソンのあげた前記の諸条件のもとで一定の期間経過後において
のみ妥当し得るものに過ぎないとされるのが高田博士の御高教であるように思われる。 斯くて吾々
は、 ドマールの基本方程式を批判されて、 「成長率理論の中に乗数原理を持ちこむことは全く必要
がない。 のみならず乗数原理は特殊の条件を前提とするところの特殊な性格を持つものであり、 資
本主義経済一般に通用するものと言い難いのではないか。 加速度原理は資本主義にも共産主義叉は
各種の社会主義にも一様に妥当するところの或る意味に於ける普遍的原理である。 その作用を乗数
原理を以て拘束するところに恒常成長率が得らるべしと見る立場、 たとえばドマールの如きは、 理
解しがたきものを含むという外はない。」

１１） とされている博士が拠って立たれるところの一端を、
おぼろげながら把握し得たような気がする。
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だが偽りのないところ、 吾々がそのはじめ、 何かしら博士の御高教に対して馴染みがたいものを

感じたのは、 実は吾々の乗数理論理解が主として鬼頭仁三郎教授の次のような乗数理論解釈に負う

ものであったことに基くようである。

教授は投資が所得の変化を通して貯蓄と均等せしめられる原理が乗数の原理であるという謂わば

ハロッド的な見地に立たれていたようである。乗数理論の含む貯蓄と投資の均等の内容を、（１） 新

投資と貯蓄の均等と、（２） 純投資と貯蓄の均等、 との二つに区別し、 しかも前者に乗数理論の本来

の姿を把えようとするハロッドとは叩か趣を異にして後者にその力点を置かれるのが教授の御説に

特徴的な点であったように思われる。 即ち教授によれば、 この後者の均等は負の投資を含んでいる

という点において不均衡的に成立するものであり、 その結果、 負の投資を埋め合わそうという企図

を誘引するという意味で、 次の瞬間における変化の要因を含んでいる状態である。 従って 「動態観

察の有力な手がかりとなり得るのは、 乗数と共に被棄数の量的、 質的変化を考察するところの、 後

者の観念によって導かれた乗数の理論でなければならない。」

　

のである。 斯かる見地において把え

られる教授の乗数理論は、、ただ単に静態的な領域においてのみ妥当するものではなく、 更にまた

「中山博士やロノミートソソによって解釈されたようなケイ ンズの所説における投資活動から消費の

領域への一方的作用と、 一般的に加速度の原理と称せられるところの消費財需要から投資活動への

一方的作用とを、 有機的綜合において把え得る一般的形式についての構想」 であらねばならない。

だから教授は要約的に次の様に言われる。 即ち 「新投資が純投資となり得るがためには、 消費財部

門の企業の企業者における実物資本から転化された貨幣資本が更に再び実物資本に転化されること

を要し〔負の投資の補填活動をいう〕、 それが投資財に対する需要の増加となって現われる。 」 」

に加速度の原理が正しく位置づけられることになるのであるが、 他方において、 謂わゆる新投資の

完全な効果は、 かかる第二次的投資活動を伴うことなしに実現されることはない。 もとより貨幣資

本の実物資本への再転化が常に均衡的に行わるべき理由はなく、 企業者の予想如何によって、 ある

ときは資本の維持以上に及び、 またあるときはそれ以下のこともある。 吾々が被乗数の変化を問題

としたのは、 かかる事情を考慮しようとしたがためであった。 これらの総ての場合を含むところの

基本的関係の定立が乗数の理論に期待されるわけであるｏ」１２）と。 だが別の機会に教授が乗数理論を

解明されている次の図説は、 新投資が直ちに純投資となる単純化された場合を示されたもののよう

であるが、 それは高田博士の御高教によれば、 売上げによって回収された資本が再投資される場合

であって、 所得の第一次増加一億円の中、 貯蓄される一千万円、 おなじく第二次増加からの貯蓄八

百万円等々の用途が明確になっていないことから、 追加所得が ４Ｚ‐の貯蓄率分の一とは言い得ない

場合、 即ち乗数理論の妥当し得ない場合だということになるものであろう。
１３）

競 闘 平 Ｈ 軍１一 子１→”．・・・

鍬 榔嘉ー『ｒ１一 す１＋１ヱ１十－‐‐‐‐‐＝・ｏｏ

要するに教授はハロッドと共に、 乗数理論と投資と貯蓄の均等ということを不可分の関係として

把握され、 しかもハロッドとは異なって乗数理論の中に加速度原理をも内包せしめようと試みられ

たものであろうが、 此のことは、 むしろ乗数方程式こそ乗数理論の本体であるとされる他の諸家の

立場とは相容れ難かったもののようである。
１４）

　

〔註〕

　　

１） 高田保馬 「成長率の考察」 （同博士編 「経済成長の研究」 所収）４９頁。 高田保馬「ケインズ論難」

　　　　

１７５－８頁。
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２） Ｇ．Ｈａｂｅｒｌｅｒ，
“Ｍｒ．Ｋｅｙｎｅざ Ｔｈｅｏｒｙｏｆｔｌ・ｅ‘ＭｕｌｔｉＰ１ｉｅｒ，

’Ａ ＭｅｔｈｏｄｌｏｇｉｃａＩＣｒｉｔｉｃｉｓｍ′ Ｚｅｉｔｓｃｈｒｉｆｔ

　　　

ｆｉｉｒ

　

Ｎａｔｉｏｎａ１６ｋｏｎｏｍｉｅ，Ｂａｎｄ ＶＩ１，Ｈｅｆｔ３，１９３６，ｐｐ．２９９‐一３０５

３） Ｆ．Ａ．Ｌｕｔｚ，
”Ｔｈｅ

　

ｏｕｔｃｏｍｅ

　

ｏｆｔｈｅＳａｖｉｎｇ－ｌｎｖｅｓｔｍｅｎｔ

　

ＤｉｓｃｕｓｓｉｏｎＰ Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ

　

Ｊｏｕｒｎａｌ

　

ｏｆ

　　　

Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ′

　

Ａｕｇｕｓｔ

　

ｉ９３８，ｐ，６０９．
４） Ｂｅｒｔｉｌ

　

ｏｈｌｉｎ，
“Ｓｏｍｅ

　

Ｎｏｔｅｓ

　

ｏｎ

　

ｔｈｅ

　

Ｓｔｏｃｋｈｏｌｍ

　

Ｔｈｅｏｒｙ

　

ｏｆ

　

Ｓａｖｉｎｇｓ

　

ａｎｄ

　

ｌｎｖｅｓｔｍｅｎｔｓ、＝“

　　　　

ＢｃｏｎｏｔｎｉｃＪｏｕｒｎａｌ，Ｊｕｎｅ

　

ｌ９３７，ｐｐ．２３６一一７

５） Ｌｕｔｚ，ｉｂｉｄ，，ｐｐ．６０９一１１

６） 高田保馬 「ケインズの利子論－－特にその ｍｕｌｔｉｐｌｉｅｒ について」（同博士 『新利子論研究』第一章

　　

所収）
７） 高田保馬 「政府支出と所得増加」 （経済論叢、 昭和１４年３月号）４頁
８） 中山伊知蜘～「発展過程の均衡分析」３０５－６頁
９） 同上、３０６－１３頁

ｌｏ） 高田保馬 「ケインズ論難」１４５頁

１１） 高田保馬 「成長率の考察」 （同博士編『経済成長の研究』所収）４９頁
１２） 鬼頭仁三郎 「貨幣と利子の動態」２７５－６頁
１３） 鬼頭仁三郎「ケインズ研究」６４頁

１４）．乗数理論の吟味は主として塩野谷教授の御研究に負うものである。 記して同教授に深甚の謝意を表

　　

さなければならない。 塩野谷九十九「乗数の理論」

〔２〕

　

さて以上の予備知識をもって吾々は次に高田博士の攻撃の的となったドマールの成長率理論を学

ぶ仕事にとりかかることにする。
１） ドマールの課題は完全雇傭状態を出発点として、 此れが持続的

に維持され得るためには経済は如何なる成長率を以て拡大されねばならぬかを見つけ出すことにあ

った。 彼はその強調する投資過程の二重性格ということを考慮するならば、 投資はそれを解くこと

によって完全雇傭持続のために要求される成長率を知ることの出来る方程式の両辺を吾々にあたえ

る、 と言うのである。 即ちいま、 投資を ヱ， 投資のもたらす可能的生産力をび， 国民所得を γ，貯

蓄率を α，社会的生産力を Ｐ で表わせば、

　　　　　　　

　　
（１） ○ ニー－′

（２） －塑三＝ヱ。 （生産力方程式……体系の供給側を意味する）

　　　　

　　

　　　

ｄｙ‐

　　

αＺ

　

．
ヱ

　

（乗数方程式……体系の需要側を意味する）

　

、

　　

ｒ（３）
÷市÷

一

　

の

　　　

α

（４） Ｐ＝γ （需給均衡……経済の均衡を生産力＝国民所得と解することを示す。

　　　　

　　

◎ －

　

－著 （増加需給の均衡・－－・均衡維持のために必要とされる）

　　　　

　　

（２） 及び （３） を （５） に代入すると、

　　　　　　

　　

　　　

　
（６） ｒｄ＝－－－・

　　　　　　

　　

　　　　

　

を得る。 これが彼の 「基本方程式」 である。 これを解けば、

を得る。 この （７） における αけが 「均衡成長率」 である。 従って完全雇傭維持の条件は投資がαび

の複利率で成長することにある、 ということになる。

　

此の方程式に対する高田博士の攻撃は、 吾々なりの理解に基いて梢々極論的に言いあらわせば、

－１４７一



大

　

野

　

勇． 一

　

郎

－－若し吾々の非才が博士の御教示を誤り解している場合は博士の御寛恕を乞わなければならない

－－大凡次の様な意味のものではないかと思われる。 即ち投資乗数の理論が文字通りにあてはまる

のは政府投資、 より詳しく言えば財政支出の増加による政府消費の場合だけである。追加的な政府

消費がもたらす追加所得の中の貯蓄分が再び公債によって集められて投資されて行く場合である。

　

基本方程式における４Ｚ が過去の所得からの貯蓄を投資に向けたものなのか、 それとも信用創造

によってまかなわれた追加的な公共投資－－より正確には投資にあらざる公共消費一一であるのか

は必ずしも明らではないが、 若し前者であるとすれば乗数理論がその侭には妥当し得ない筈だし、

また後者であるとすれば、 それは生産力効果を伴わないものである。
２） 博士が 「ところが、 投資は

一方において生産物 ４Ｐ を追加し、 他方において所得を追加するという投資の二重性を単純明確

に前提するならば、 乗数理論を認むる限り新所得ｄｙｒを追加する筈である。 そうすると、 乗数の理

論が均衡所得からの貯蓄の投資を切りはなしている単純乗数の理論である限り、 この生産物４Ｐが

増加するわけはなく、 また限界消費率が変化せぬ限りｄｙの減少するわけはない。」３）と御指摘にな

っておられるのは此の意味におけるものであろう。 ドマールが乗数理論に立脚して需要の面を打ち

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
」Ｌ そのものが、 そもそも、 乗数方程式と出したものとしている前記の （３） 』

“
； － 警苓

　

“
みねばならぬものではなく、 それをα‐一多； － 尋零 と書き改めると、それは投資‐貯蓄均等方

程式であるに過ぎない。乗数理論を産業投資に認めることなしに、 而かもドマールの方程式組織を

生かし得るのは、 投資が αびの複利率で進行するとき、 引続き需給の均衡が保持され得るというこ

との意味においてのみである、 と博士は言われる。

　

そもそも乗数理論の正体は乗数方程式そのものである。Ｓ＝Ｚ を前提としてのみ成立し得る

　

Ｙ＝

Ｃ十Ｚ の分析から導き出された乗数理論なるものは、 Ｓ＝ヱ

　

が保証される政府消費の場合にのみ妥

当し得る。 産業投資においては資本維持の原則によって再投資が行われるから、Ｓの行方は定まっ

てし・ない。 ケインズの投資乗数理論が妥当するためには此のＳが投資されてはいけないのだし、 ま

た当初の新投資のときの貨幣量を変化させないためには、Ｓが保蔵されてもいけないのである。 こ

の様な条件を充たし得るのは信用創造による公共消費の場合だけであり、 而かもその場合はドマー

ルの強調する投資過程の二重性格は表われない。 謂わば投資にあらざる場合に限って妥当する投資

乗数の理論を産業投資にも拡大適用するところに、 そもそも矛盾があるということになる。 貯蓄と

投資の均等を前提とする乗数方程式から乗数理論が導き出されたのであって、 乗数効果が貯蓄と投

資の均等をもたらすのではない。乗数効果が貯蓄・投資の均等をもたらし得るのは信用創造による

政府消費の場合だけに限る。 だが

　

αｚ‐．
ヱ

　

＝左

　

の左辺を此の限定された意味におけるものと解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

釈すれば、 それは右辺 窮 を伴うものではな ” ｄｒ‐ 麦

　

が産業投資であると解釈 す れ ば、

　

αｚ．
ヱ

　

によって算定される所得増加は、 最初の新投資が資本維持的に再投資されることだけ

　　　

　

によって充たされ、 そのほかに更に毎期生ずる貯蓄がそれぞれ投資されてゆくことになるから、 そ

の謂わゅる複合乗 獅 果は、 ｄｚ 一 だけにはとどまらないことむこなる。 斯くて博士は結論され

る。 「ハロッドの成長率思想が成長率を供給の面からみないという批評が一般に行われている。 …

…ドマールの成長率論は需要の面を補完しようとする一つの試みとみらるべきである。 けれども、

乗数理論を以て補完しようとする企図は成功したとは言いがたい。，
……本来、 成長率をめぐる所得

の長期需給の問題を短期的なる貨幣的波動としての乗数理論によって取扱おうとするドマールの立

場自体が近視眼的でないか。 長期に亘る経済の大勢は貨幣価格による動揺を示すにしても、 骨子に

おいて実物的なものである。 それ故に成長理論における需要の面は、 これを乗数理論の如き貨幣的
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なる要素によって補足すべきものではなく、 人ロ、 実物資本、 生活水準等の粗大なる、 けれども経

済の基本的事情から解明せらるべきものである。」と。４）

猶、 博士のドマ レ論難として書き加えねばならなぃ今－っは、 αｚ・ 去 － 触こおぃて、 メヱ

による所得追加が乗数劾果だけならば、 需要において新たに此の需要に対応させるべき 供 給 増加

は、Ｚび ではなくて ｄｒびでなければならないとされる点である。 この問題は如何に理解さるべきも

のであろうか。 先ずドマールの場合、 乗数理論は産業投資にも妥当するものとなっている。 そして

　　　　　　　　　　　

　　
需要面は 顎← α

と げ 乗数形式で表現され 流れとしての所得が投資の増分の函

数であることを示し、 他方、 供給面では増分と増分との比といぅ形式ではなしに、 う春一 ゴｄ と

して、 投資の大いさが其のまま貯えとしての資本に附加されて生産性を増加させる、 つまり生産性

は投資の増分ではなしに投資の大きさそのものの函数であるとされている。 そもそも貯えとしての

資本を増加させる投資は博士の場合、 投資乗数理論の妥当し得ないものなのであるが、 ドマールの

乗数理論解釈は博士の御高教には添わないものなのである。 だから投資が乗数効果とＳないし”効

果という二重の効果を持つことは彼自身の立場においては何ら不思議なことではなく、 否、 むしろ

＝七のことこそが彼の成長理論の特徴なのである。 とすれば此の点についてはドマールはドマールな

りの見解を持つものとして一応、 博士の御諒解をいただくことも或いは出来得るのではないかと思

われる。 次に形式の問題であるが、 ドマールの場合、 需要面が乗数形式で考えられているから、 供

給面も乗教形式で考えられねばならないとは必ずしも言い得ないのではなかろぅぁ

　

ぬ ÷ と

Ｚぴ

　

とを対立させたことは何ら矛盾ではなく却って適切なことであろうと考えられる。 即ち、 その

期の新投資が前期のそれより小さい時は、 乗数効果はなく所得は増加し得ないが、 生産力の方は更

新を超えて新投資がなされる限り、 それがたとえ前の期間より小さい場合でも絶対的には増加する

だろうからである。 元来、 ドマールが生産力の中心において考えているのは資本設備であって、 投

資Ｚがｄｋを加えるという点に彼にとっての問題が存在するのであり、 そのメズを他の生産要因か

ら切り離して想定した場合の生産力が

　

Ｓ，労働、 自然資源等の他の生産要因との関係を考慮にいれ

た場合の現実の社会的平均生産能力がびなのである。 そして１ぴによってもたらされるｄｐが
メヱ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

によって算定されるαＹに等しいときに経済の均衡的拡張が保たれるというのである。 αＰが αＺ

に比較されずにヱ自体に比較されていることはドマ←ルの立場において適切な措置というべきであ

ろう。
５）

〔註〕

　　

１） Ｅ．Ｄ．Ｄｏｍａｒ，
“ＣａｐｉｔａＩＥｘｐａｎｓｉｏｎ，ＲａｔｅｏｆＧｒｏｗｔｈ ａｎｄ Ｂｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，

” βｃのｚの〃βかたα， ＶＯＬ

　　　　

ｉ４，Ｎｏ．２（Ａｐｒｉｌ．１９４６），
“ＥｘｐａｎｓｉｏｎａｎｄＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，

” Ａ，“げたのｚ丑の“矧げｃ尺８諺隣り．Ｖｏｌ．

　　　　

ＸＸｘｖｌｌ，Ｎｏ．．（Ｍａｒリー９４７），
”ＴｈｅＰｒｏｂｌｅｍ ｏｆＣａｐｉｔａＩＡｃｃｕｍｕーａｔｉｏｎぞ Ａヂ輝だｃのｚ，ＥＣ。“”””

　　　　

Ｒｅり迄鯵，ｖｏｌ．ｘｘＸｖ１１・，Ｎｏ．５（Ｄｅｃ『１９４８）

　　

２） 森嶋通夫「資本主義経済の変動理論」１６９頁以下をも参照。

　　

３） 高田保馬 「ケインズ論難」１７８頁

　　

４） 同

　　

上 ： １０８－１頁

　　

５） Ｄｏｍａｒ、ｉｂｉｄり高橋長太郎「国民所得と資本蓄積」（経済研究、 第１巻第４号）， 篠原三代平「戦後

　　　　

日本経済分析の理論的模型」 （理論経済学、第１巻第１号）， 早川泰正 「経済変動理論への途」１２２

　　　　

一３６頁、 参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　

（１９５５年６月稿）
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